
No 事業名 事業概要 総事業費（円） 事業期間 担当課

1 令和5年度住民税非課税世帯及び家計急変世帯に対する支援給付金【低所得者世帯給付金】
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世帯（住民税非課税世帯）及び令和5年度住民税非課税世帯と同様の事情にあると認めら
れる世帯（家計急変世帯）に対して給付金を給付することで、低所得世帯及び家計急変世帯の家計への影響を緩和する。

119,850,000 R5.7.1～R5.11.30 社会福祉課

2 令和5年度住民税非課税世帯及び家計急変世帯に対する支援給付金（事務費）
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた低所得世帯（住民税非課税世帯）及び令和5年度住民税非課税世帯と同様の事情にあると認めら
れる世帯（家計急変世帯）に対して給付金を給付することで、低所得世帯及び家計急変世帯の家計への影響を緩和するにあたって必要な事務経費。

7,450,000 R5.7.1～R5.11.30 社会福祉課

3 下水道事業支援事業（電気代高騰分）
新型コロナウイルス感染症の長引く影響及び電力価格高騰により値上がりした浅口市下水道事業の電気料金について支援し、浅口市下水道事業の負担
を軽減する。

47,221,000 R5.4.1～R6.3.31 下水道課

4 物価高騰に伴う学校給食費等支援事業
コロナ禍における物価高騰により、学校給食センターや自園調理を行う公立こども園・保育園の給食材料費についても価格高騰の影響を受けており、給食
費の値上げを行っている。給食費値上げ分を支援し、保護者の経済的負担の軽減を図る。

7,540,000 R5.4.1～R6.3.31
学校教育課
保育未来課

5 学校等給食費第3子以降半額免除事業
コロナ禍における物価高騰により、子育て世帯における経済的負担が増えている。特に多子世帯（養育する子どもが3人以上の世帯）においては、負担が
増大している家庭もあるため、第3子以降の子の学校給食費を半額免除し、多子世帯の経済的負担の軽減を図る。

11,187,000 R5.4.1～R6.3.31 学校教育課

6 就学前の低所得世帯及び第3子以降給食費補助事業
就学前の低所得世帯及び第3子以降の世帯について主食費を含む給食費補助事業を実施する。コロナ禍における物価高騰の影響が特に大きい低所得
世帯及び多子世帯のさらなる経済的負担の軽減を図る。

2,402,000 R5.4.1～R6.3.31 保育未来課

7 有機質肥料等導入支援事業
コロナ禍における物価高騰により、化学肥料価格が高騰しており、農業経営への影響が深刻化している。市内農家に対して有機質肥料等の導入を支援
し、農産物の高付加価値化を推進する。

3,000,000 R5.6.1～R6.2.29 産業振興課

8 一次産業特産品生産性向上支援事業
エネルギーや原材料費の高騰などにより、一次産業従事者を取り巻く環境は厳しい状況となっている。生産性向上に資する設備導入に対する補助を行
い、高品質化ブランド化等による、付加価値を高め、経営の安定化を図る。

15,000,000 R5.6.1～R6.2.29 産業振興課

9 海外等販路開拓支援事業 物価高騰の影響を受ける中、アフターコロナに向けてがんばる事業者を支援し、事業の継続ひいては産業の活性化及び雇用の安定化を図る。 5,000,000 R5.6.1～R6.2.29 産業振興課

10 EC等通信販売送料助成事業 物価高騰の影響を受ける中、アフターコロナに向けてがんばる事業者を支援し、事業の継続ひいては産業の活性化及び雇用の安定化を図る。 30,000,000 R5.6.1～R6.2.29 産業振興課

248,650,000合計
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